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( )：予算額

 % ：全体に対する割合

（単位：千円）

278,504地方譲与税 (274,103)
1.2%

24,697利子割交付金 (23,994)
0.1%

19,453配当割交付金 (21,918)
0.1%

11,970株式等譲渡所得割交付金 (12,076)
0.1%

565,107地方消費税交付金 (562,045)
2.4%

4,154ゴルフ場利用税交付金 (4,232)
0.0%

105,065自動車取得税交付金 (105,065)
0.4%

42,153地方特例交付金 (42,153)
0.2%

7,579,192地方交付税 (7,580,981)
31.7%

10,493交通安全対策特別交付金 (9,600)
0.0%

349,099分担金及び負担金 (376,933)
1.5%

289,790使用料及び手数料 (298,388)
1.2%

2,387,225国庫支出金 (2,530,034)
10.0%

1,328,776県支出金 (1,371,584)
5.6%

155,958財産収入 (152,272)
0.6%

4,805寄附金 (6,410)
0.0%

605,698繰入金 (936,432)
2.5%

373,421繰越金 (373,371)
1.6%

2,058,890諸収入 (2,444,098)
8.6%

(1,433,814)1,366,714市債
5.7%

２３，８８８，４９０
（２４，８５２，０１６）

歳入合計

6,327,326市税 (6,292,513)
26.5%

議会費 215,045 (223,336)
0.9%

総務費 2,932,139 (2,988,737)
12.4%

民生費 6,116,793 (6,368,069)
25.9%

衛生費 2,327,282 (2,445,584)
9.9%

労働費 8,954 (9,457)
0.0%

農林水産業費 812,666 (855,599)
3.4%

商工費 2,079,036 (2,510,006)
8.8%

土木費 2,556,054 (2,735,416)
10.8%

消防費 730,630 (739,141)
3.1%

教育費 2,044,905 (2,125,882)
8.7%

災害復旧費 7,487 (31,612)
0.0%

公債費 3,799,139 (3,816,037)
16.1%

諸支出金 40 (100)
0.0%

予備費 0 (3,040)
0.0%

２３，６３０，１７０
（２４，８５２，０１６）

歳出合計

特
集決

算
の
概
況

平
成
19
年
度

一般会計

　

一
般
会
計

　

新
市
３
年
目
の
平
成
19
年
度
に

お
い
て
、
合
併
関
連
経
費
は
昨
年

と
同
様
に
、
県
の
合
併
支
援
交
付

金
を
積
極
的
に
活
用
し
、
ま
た
大

型
事
業
に
つ
い
て
は
合
併
特
例
債

を
充
当
し
て
事
業
執
行
を
行
い
ま

し
た
。

　

ま
た
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中

で
は
あ
り
ま
す
が
、
第
10
次
倉
吉

市
総
合
計
画
の
重
点
課
題
で
あ
る

｢

若
者
の
定
住
化
促
進｣

の
５
重

点
施
策
に
つ
い
て
も
、
考
慮
し
な

が
ら
事
業
を
執
行
し
ま
し
た
。

　

決
算
額
は
、
歳
入
総
額
２
３
８

億
８
，
８
４
９
万
円
、
歳
出
総
額

２
３
６
億
３
，
０
１
７
万
円
に
な

り
、
歳
入
歳
出
差
引
は
２
億
５
，

８
３
２
万
円
、
ま
た
翌
年
度
繰
越

額
は
２
億
８
，
１
２
７
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

　

決
算
し
た
主
な
普
通
建
設
事

業
は
、
交
通
結
節
点
改
善
事
業

２
億
５
，
３
５
０
万
円
、
駅
周
辺

ま
ち
づ
く
り
整
備
事
業
２
億
５
，

２
６
９
万
円
、
小
鴨
小
学
校
屋

内
運
動
場
改
築
事
業
２
億
５
，

３
１
０
万
円
な
ど
で
す
。

　

特
別
会
計

国
民
健
康
保
険
事
業

　

歳
入
総
額
は
５
６
億
７
，

８
７
９
万
円
、
歳
出
総
額
は

５
６
億
７
，６
０
１
万
円
で
あ
り
、

歳
入
歳
出
差
引
は
２
７
８
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
保
険
料
お
よ
び

保
険
税
１
２
億
８
，
９
８
４
万

市民税

(25.9%)

48,301円

固定資産税

(32.6%)

60,755円

軽自動車税 (1.3%)2,400円

市町村たばこ税 (3.5%)6,568円

入湯税 (0.1%)66円

都市計画税 (2.7%)4,978円

国民健康保険税 (0.0%)2円

国民健康保険料

(33.9%)

63,175円

※被保険者の場合

※被保険者の場合

１２３，０６８円（国民健康保険被保険者は、１８６，２４５円）

市民一人当たりの負担額
 ＊ 平成20年3月31日現在、人口51,703人（国保被保険者数 20,806人）で計算

　

皆
さ
ん
が
納
め
る
税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
は
、
私
た
ち
の
生
活
を
よ
り
よ
く
す
る
た
め
に
さ
ま

ざ
ま
な
形
で
使
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
が
ど
れ
く
ら
い
納
め
ら
れ
、
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
て
い
る
の
か

を
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
毎
年
市
報
で
決
算
と
予
算
の
執
行
状
況
を
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
。



（7）平成 21.1

　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

会　計　名 予 算 額 収 入 済 額 支 出 済 額

国民健康保険事業 5,874,926 5,678,793 5,676,010 

介護保険事業 4,122,160 4,084,640 4,056,504 

老人保健事業 5,838,914 5,838,910 5,838,910 

簡易水道事業 235,862 231,653 231,653 

温泉配湯事業 9,359 9,101 8,809 

住宅資金貸付事業 108,675 105,746 68,608 

高齢者・障害者住宅
整備資金貸付事業

4,272 4,261 4,261 

土地取得事業 160,091 148,659 148,659 

上井羽合線沿道
土地区画整理事業

403,278 368,061 332,887 

下水道事業 3,657,434 3,613,516 3,612,748 

駐車場事業 33,571 33,105 33,105 

集落排水事業 730,924 721,462 721,462 

国民宿舎事業 98,462 98,285 98,285 

高城財産区 10,547 9,802 9,163 

小鴨財産区 1,236 1,236 910 

北谷財産区 158 158 

上北条財産区 29,435 29,296 1,106 

特別会計

予 算 額 決 算 額 予 算 額 決 算 額

収益的収入 953,945 953,392 資本的収入 20,378 19,276

収益的支出 926,710 897,703 資本的支出 421,022 417,222

＜水道事業＞企業会計
（単位：千円）

円
、
国
庫
支
出
金
１
６
億
６
，

４
７
７
万
円
、
一
般
会
計
繰
入

金
２
億
４
，
４
８
１
万
円
、
歳
出

で
は
、
保
険
給
付
費
３
５
億
８
，

９
１
７
万
円
、
老
人
保
健
拠
出
金

８
億
９
，
５
９
３
万
円
が
主
な
も

の
で
す
。

介
護
保
険
事
業

　

歳
入
総
額
は
４
０
億
８
，４
６
４
万

円
、
歳
出
総
額
は
４
０
億
５
，

６
５
０
万
円
で
あ
り
、
歳
入
歳
出

差
引
は
２
，
８
１
４
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
介
護
保
険
料

７
億
１
，
６
８
０
万
円
、
国
庫
支

出
金
９
億
６
，
３
５
１
万
円
、
県

支
出
金
５
億
６
，
４
５
６
万
円
、

支
払
基
金
交
付
金
１
１
億
６
，

２
４
６
万
円
、
一
般
会
計
繰
入

金
５
億
２
，
３
５
２
万
円
、
歳
出

で
は
、
保
険
給
付
費
３
７
億
４
，

２
５
８
万
円
が
主
な
も
の
で
す
。

上
井
羽
合
線
沿
道

土
地
区
画
整
理
事
業

　

歳
入
総
額
は
３
億
６
，
８
０
６

万
円
、
歳
出
総
額
は
３
億
３
，

２
８
９
万
円
で
あ
り
、
歳
入
歳
出

差
引
は
３
，
５
１
７
万
円
、
ま
た

翌
年
度
繰
越
額
は
６
，
１
２
０
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
一
般
会
計
繰
入
金

４
，９
５
９
万
円
、
市
債
１
億
８
，

０

８

０

万

円
、

繰

越

金

２
，

５
３
０
万
円
、
歳
出
で
は
、
物
件

移
転
等
補
償
費
１
億
７
，０
０
１
万

円
、
工
事
請
負
費
１
億
３
９
１
万

円
が
主
な
も
の
で
す
。

下
水
道
事
業

　

歳
入
総
額
は
３
６
億
１
，

３
５
２
万
円
、
歳
出
総
額
は

３
６
億
１
，
２
７
５
万
円
で
あ

り
、
歳
入
歳
出
差
引
は
７
７
万

円
、
ま
た
翌
年
度
繰
越
額
は
１
，

１
１
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
で
は
、事
業
費
負
担
金
８
，

７
７
７
万
円
、
使
用
料
及
び
手
数

料
８
億
７
１
９
万
円
、
国
庫
支
出

金
７
，
５
０
０
万
円
、
一
般
会
計

繰
入
金
１
１
億
７
，７
１
３
万
円
、

市
債
１
３
億
７
，
１
１
０
万
円
、

歳
出
で
は
、
管
渠
築
造
な
ど
の
工

事
請
負
費
３
億
３
，７
０
４
万
円
、

流
域
下
水
道
維
持
管
理
負
担
金

４
億
２
，
４
０
０
万
円
、
公
債
費

２
５
億
８
６
０
万
円
が
主
な
も
の

で
す
。

集
落
排
水
事
業

　

歳
入
総
額
、
歳
出
総
額
と
も

７
億
２
，
１
４
６
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

　

歳
入
で
は
、事
業
費
分
担
金
１
，

３
９
２
万
円
、
使
用
料
及
び
手
数

料
８
，
４
７
０
万
円
、
県
支
出
金

７
，
０
７
０
万
円
、
一
般
会
計
繰

入
金
２
億
５
，
５
４
２
万
円
、
市

債
２
億
２
，
６
６
０
万
円
、
歳
出

で
は
、
集
落
排
水
施
設
整
備
工
事

１
億
５
，
５
６
９
万
円
、
公
債
費

３
億
９
，
２
２
４
万
円
が
主
な
も

の
で
す
。

◎ 

そ
の
ほ
か
特
別
会
計
に
つ
い
て

も
、順
調
に
運
営
し
て
い
ま
す
。

※
問
合
せ
先

：

財
政
課（
あ
２
２―

８
１
６
３
／
い
２
２―

１
０
８
７
）

（単位：千円）

項 目 決算額 充当額

環境衛生施設の整備 26,193

消防施設などの整備 9,219

観光振興 26,718 3,447

合計 62,130 3,447

（うち入湯税の充当事業）

観光ＰＲ業務委託料 3,383 1,727

関金温泉まつり開催費補助金 1,000 1,000

とっとり梨の花温泉郷広域観光協議会負担金 930 500

御幸行列保存会補助金ほか 220 220

＊ 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設および消防
施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興に
要する費用に充てるため、鉱泉浴場における入湯に対し、入
湯客に課する税金です。

都市計画税の充当割合

項 目 決 算 額

支 出

街路費 576,062

下水道費 409,742

土地区画整理費 252,687

公債費 2,488,224

合計 3,726,715

収 入

特定財源 2,503,673

都市計画税Ａ 254,443

一般財源などＢ 968,599

合計 3,726,715

充当割合 Ａ／（Ａ＋Ｂ）×１００ 20.8

（単位：千円）

＊ 都市計画税は、都市計画事業または土地区画整理事業に必要な費
用に充てるため、都市計画区域のうち、用途地域内に所在する土
地および家屋に課す税金です。

▼

改
築
さ
れ
た
小
鴨
小
学

校
屋
内
運
動
場

入湯税の充当区分
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平成１９年度貸借対照表（バランスシート）

（平成 20.3.31 現在）（単位：千円）

借　　　　　　方 貸　　　　　　方

〔資産の部〕 〔負債の部〕

１有形固定資産 １ 固定負債

（１）総務費 3,975,855 （１）地方債 28,901,276 

（２）民生費 3,039,889 

（３）衛生費 326,172 （２）債務負担行為

（４）労働費 162,089 　①物件の購入など 0 

（５）農林水産業費 5,503,264 　②債務保証または損失補償 0 

（６）商工費 1,375,795 　　債務負担行為計 0 

（７）土木費 40,318,032 

（８）消防費 190,984 （３）退職給与引当金 3,442,950 

（９）教育費 23,145,564 

（１０）そのほか 556,857 （４）そのほか 0 

計 78,594,501 

（うち土地 27,432,168 ） 固定負債合計 32,344,226 

有形固定資産合計 78,594,501 

２ 流動負債

２投資など

（１）投資及び出資金 714,714 （１）翌年度償還予定額 3,047,834 

（２）貸付金 1,178,572  

（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0 

　①特定目的基金 2,980,397 

　②土地開発基金 444,492 流動負債合計 3,047,834 

　③定額運用基金 2,050 

　　　基金計 3,426,939 負債合計 35,392,060 

（４）退職手当組合積立金 0 

投資合計 5,320,225 

〔正味資産の部〕

３流動資産

（１）現金・預金 １ 国庫支出金 15,091,408 

　①財政調整基金 588,660 

　②減債基金 459,150 ２ 都道府県支出金 6,371,784 

　③歳計現金 330,632 

　　現金・預金計 1,378,442 ３ 一般財源など 29,133,711 

（２）未収金

　①地方税 497,110 正味資産合計 50,596,903 

　②そのほか 198,685 

　　未収金計 695,795 

流動資産合計 2,074,237 

資産合計 85,988,963 負債・正味資産合計 85,988,963 

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入など 515,669千円

②債務保証および損失補償 182,374千円

③利子補給などに係るもの 0千円 

特
集

　

国
・
地
方
の
財
政
状
況
が
大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
る
中
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
、
市

の
資
産
や
負
債
の
状
況
を
知
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
目
的
に
、
貸
借
対
照
表
を
公
表
し

て
い
ま
す
。

　

現
在
の
会
計
制
度
の
も
と
で
は
、
民
間
企
業
と
同
様
な
も
の
を
作
成
す
る
こ
と
は
困

難
で
す
が
、
よ
り
分
か
り
や
す
い
情
報
の
提
供
を
行
う
よ
う
努
め
て
い
き
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。

〜
市
の
資
産
と
負
債
の
状
況
は
？
〜

決
算
の
概
況

平
成
19
年
度

　

昨
年
度
と
比
べ
て
資
産
が

２
０
億
円
程
度
の
減
額
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　

減
額
要
因
と
し
て
は
、
有
形
固

定
資
産
が
１
４
億
３
千
万
円
の

減
、
貸
付
金
が
１
億
７
千
万
円
の

減
、
減
債
基
金
が
１
億
４
千
万
円

の
減
、
歳
計
現
金
が
１
億
１
千
万

円
の
減
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
挙

げ
ら
れ
ま
す
。

　

有
形
固
定
資
産
で
減
額
が
大
き

か
っ
た
の
は
、
農
林
水
産
業
費
と

土
木
費
で
そ
れ
ぞ
れ
６
億
１
千
万

円
と
４
億
９
千
万
円
の
減
額
で
し

た
。
こ
れ
は
平
成
19
年
度
に
行
っ

た
建
設
事
業
に
比
べ
減
価
償
却
額

が
大
き
い
た
め
で
す
。

　

負
債
は
全
体
で
２
１
億
８
千
万

円
の
減
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

正
味
資
産
は
差
引
で
１
億
８
千

万
円
の
増
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。

説

解 
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一
般
会
計

　

平
成
20
年
度
の
当
初
予
算
概
要

と
し
て
、
歳
入
で
は
市
税
収
入
が

６
５
億
円
で
、
関
金
地
区
不
均
一

課
税
の
廃
止
や
宅
地
の
負
担
調
整

の
増
な
ど
に
よ
り
固
定
資
産
税
は

増
え
た
も
の
の
、
法
人
市
民
税
に

つ
い
て
は
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

普
通
交
付
税
は
、
枠
内
に
新
た

に「
地
方
再
生
対
策
費｣

を
設
け
、

本
市
に
お
い
て
は
２
億
６
０
０
万

円
の
増
と
な
っ
た
も
の
の
、
倉
吉

パ
ー
ク
ス
ク
エ
ア
の
公
債
費
に
算

入
さ
れ
る
基
準
財
政
需
要
額
な
ど

の
影
響
で
、
前
年
度
決
算
と
ほ
ぼ

同
額
の
６
７
億
５
，
０
０
０
万
円

と
し
ま
し
た
。

　

特
別
交
付
税
は
合
併
支
援
措
置

が
前
年
度
で
終
了
し
た
た
め
６
，

６
０
０
万
円
の
減
と
し
ま
し
た
。

　

歳
出
に
お
い
て
は
、
歳
出
の
抑

制
を
図
り
、
持
続
可
能
な
行
財
政

基
盤
を
確
立
す
る
た
め
、
新
規
事

業（
普
通
建
設
事
業
を
含
み
ま
す)

で
不
急
の
も
の
は
先
送
り
し
、
既

存
事
業
に
つ
い
て
も
改
廃
な
ど

の
行
財
政
改
革
の
一
層
の
推
進
を

図
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
厳
し
い
財
政
状

況
に
あ
っ
て
も
第
10
次
倉
吉
市
総

合
計
画
の
重
点
課
題
で
あ
る「
若

者
の
定
住
化
促
進
」
の
５
重
点
施

策
に
つ
い
て
は
、
意
識
的
に
予
算

化
し
ま
し
た
。
特
に
、｢

子
育
て
支

援
の
充
実｣

の
財
源
に
は
、
定
住

化
促
進
基
金
利
子
を
充
当
し
、
子

供
を
生
み
育
て
る
環
境
整
備
の
充

実
を
図
っ
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計

　

い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
事
業
の

効
率
化
と
合
わ
せ
て
、
収
支
の
均

衡
を
考
慮
し
な
が
ら
執
行
し
て
い

ま
す
。

小
鴨
小
学
校
プ
ー
ル
改
築
・
グ
ラ
ン
ド
整
備
／
倉
吉
駅
周
辺
ま
ち
づ
く
り
な
ど
が
主
要
事
業

歳
入
47
・
２
％
、歳
出
39
・
８
％
を
執
行

上
半
期
予
算
執
行
概
況

平
成
20
年
度

0 50 100

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

＜ 歳 入 合 計 ＞

繰 越 明 許 費

＜  再 計  ＞

予算額 収入済額 収入割合（％）

（単位：千円）

4,224,123

78,795

11,155

4,092

0

330,135

1,673

20,098

61,997

5,175,658

4,853

153,933

126,053

550,194

196,912

33,917

2,646

1,051

130,588

251,158

0

11,359,031

127,732

11,486,763

6,486,329

272,472

33,523

22,207

12,076

556,098

4,201

101,762

59,012

7,475,000

9,600

362,906

291,223

2,093,886

1,383,152

29,962

1,750

700,908

50,000

2,649,991

1,443,612

24,039,670

289,369

24,329,039

(65.1)

(28.9)

(33.3)

(18.4)

(0.0)

(59.4)

(39.8)

(19.8)

(105.1)

(69.2)

(50.6)

(42.4)

(43.3)

(26.3)

(14.2)

(113.2)

(151.2)

(0.1)

(261.2)

(9.5)

(0.0)

(47.3)

(44.1)

(47.2)

（単位：千円）

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

＜ 歳 出 合 計＞

繰 越 明 許 費

＜ 再 計 ＞

0 50 100

予算額 支出済額 支出割合（％）

100,121

927,102

2,493,075

1,072,984

3,786

122,080

1,368,600

239,976

346,689

967,422

0

1,875,726

10

0

9,517,571

169,629

9,687,200

222,884

2,293,669

6,331,203

2,963,971

8,986

886,465

2,100,226

2,246,679

735,733

2,337,741

24,000

3,883,013

100

5,000

24,039,670

289,369

24,329,039

(44.9)

(40.4)

(39.4)

(36.2)

(42.1)

(13.8)

(65.2)

(10.7)

(47.1)

(41.4)

(0.0)

(48.3)

(10.0)

(0.0)

(39.6)

(58.6)

(39.8)

〈歳入〉 〈歳出〉

一般会計予算執行状況（４月～９月）

特別会計予算執行状況（４月～９月）

（単位：千円）

会    計    名 予算額 収入済額 支出済額

国民健康保険事業 5,606,715 1,838,773 2,357,388 

介護保険事業 4,262,458 1,652,665 1,657,364 

老人保健事業 595,679 472,670 507,854 

後期高齢者医療事業 574,078 179,873 169,485 

簡易水道事業 220,694 36,944 79,624 

温泉配湯事業 9,540 3,384 833 

住宅資金貸付事業 89,754 65,923 35,096 

高齢者・障害者住宅
整備資金貸付事業

3,523 1,689 1,757 

土地取得事業 26,000 0 0 

上井羽合線沿道
土地区画整理事業

91,337 0 29,937 

　　〃　　（繰越） 61,200 35,174 51,832 

下水道事業 4,655,126 1,282,096 2,375,726 

　　〃　　（繰越） 13,175 3,267 5,200 

駐車場事業 31,824 11,798 15,075 

集落排水事業 602,798 49,691 304,307 

国民宿舎事業 74,675 10,232 31,666 

高城財産区 10,074 2,575 657 

小鴨財産区 2,038 326 21 

北谷財産区 158 158 0 

上北条財産区 28,572 28,320 1,051 
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《税務課からのお知らせ》
確定申告など、各種申告の時期になります。早めに済ませましょう。

※問合せ先：税務課（あ２２―８１１４／い２２―１０８７）

旬の話題やニュースをピックアップして紹介します。

■ 固定資産税償却資産の申告書の提出は２月２日（月）までに！
　平成２１年度の償却資産の申告時期になりました。

　賦課期日（平成２１年１月１日）現在、事業で使用

されている資産を持っている人は ､償却資産の申告が

必要です。申告書の提出期限は２月２日 ( 月 ) です。

申告書などの書類の必要な場合は連絡してください。

　償却資産とは、土地および家屋以外の事業で使用さ

れている資産です。

例： アパートや駐車場のアスファルト舗装や店舗の内

装などの構築物、作業用の機械や装置、大型特殊

自動車、事務机やパソコンなどの器具および備品

　申告についてのご相談は、市役所税務課で受け付け

しますのでお気軽においでください。

平成２０年分の申告相談の受付は次のとおりです。早めの準備をお願いします。

申告の種類 期　　　間 受付時間 ところ

還付申告
１月　５日（月）

～
２月１３日（金）

午前９時

～

午後４時

倉吉税務署（※市役所税務課では受け付けません）

確定申告・市県民税申告

２月１６日（月）

～

３月１６日（月）

倉吉体育文化会館（ ※市役所税務課・税務署では受け付け
ません）

２月２５日（水） 対
象
地
区

山守地区、泰久寺
関金総合文化センター

大会議室（２階）
２月２６日（木） 南谷地区（泰久寺、安歩以外）

２月２７日（金） 矢送地区、安歩

※土・日、祝日は除きます。

■確定申告・市県民税の申告について

 申告研修会について
農業所得・営業所得などのある人を対象に、収支内訳書の作成方法を中心とした、申告研修会を行います。

と　き：１月３０日（金）午後６時～８時

ところ：関金総合文化センター　大会議室（２階）

《灯油購入費等助成金を支給します》
緊急経済対策事業として灯油購入費等の一部を助成します。

※問合せ先：各担当課にお問い合わせください。

　平成２１年１月１日を基準日として、１世帯につき

４，０００円を１回に限り支給します。

【対象世帯】

① 生活保護世帯（長期入院や施設入所などの場合は除

きます）

② 児童扶養手当受給者世帯（全額支給停止の世帯は除

きます）

③障害児福祉手当受給者世帯

④特別障害者手当受給者世帯

⑤特別児童扶養手当受給者世帯

⑥ 父子世帯（取り扱いは、児童扶養手当受給者世帯に

準じます）

※ 重複して助成金は支給されません。また、①から④

の世帯には支払いの時期になりましたら支給通知を

郵送しますので、助成金を受け取るための手続きは

必要ありません。

⑤⑥の世帯については、請求が必要となります。

【請求方法】

⑤ 特別児童扶養手当受給者世帯：助成金請求書などを

事前に郵送しますので、必要事項を記入・印鑑を押

印のうえ返送してください。

必要なもの：灯油購入費等助成金請求書・請求者

名義の通帳（ゆうちょ銀行以外の金融機関のもの）

⑥ 父子世帯：児童扶養手当受給者世帯に準じた所得制

限があります。子ども家庭課窓口で手続きをしてく

ださい。

必要なもの：灯油購入費等助成金請求書・印鑑・

請求者名義の通帳（ゆうちょ銀行以外の金融機関の

もの）・父と子の戸籍謄本（本籍地が倉吉市以外の場

合）・平成１９年中所得・課税証明書（平成２０年１

月１日時点で倉吉市に住民登録がない場合）

【請求期限】１月３０日（金）

※申請・問合せ先

＜①生活保護世帯、③障害児福祉手当受給者世帯、④特別障害者手

当受給者世帯＞福祉課（あ２２－８１９９／い２２―７０２０）

＜②児童扶養手当受給者世帯、⑤特別児童扶養手当受給者世帯、⑥

父子世帯＞子ども家庭課（あ２２－８２２０／い２２―７０２０）


